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自己紹介

紀伊 信之 きい のぶゆき

株式会社日本総合研究所
リサーチ・コンサルティング部門
高齢社会イノベーショングループ
部長 プリンシパル

執筆・著書、講演等

• 「国民の介護白書2022年度版」（共著）

• 「月刊老施協」2019年7月〜2020年5月『ケアの質を上げるロボット・ICT活用』出稿（連載）
2020年6月〜『福祉のかたち』（連載）

• 三友新聞『認知症基本施行へ 当事者の声を活かしたビジネス創出』出稿 2024年2月

• 「生活の思考~介護を科学するサイト」『介護現場におけるマネジメント』出稿

• 「介護ビジョン」2020年12月号『ニューノーマル時代にふさわしい保険外サービス』対談

• 「地域介護経営」2019年8月号 『介護サービスにおけるアウトカム評価の行方』出稿

• 「月刊フィットネスビジネス」2019年9月号 『シニアフィットネス』出稿

• 講座 国際医療福祉大学「介護事業マネジメント講座」2023年度・2024年度

• 講座 武蔵野大学 「介護事業マネジメント講座」2021年度・2022年度

• 講座 世田谷区 経営力向上セミナー「介護事業経営」2023年度・2024年度

• 講座 小樽商科大学 ヘルスケアマネジメントコース 2020年度、2021年度

• 出演 NHK クローズアップ現代「仕事と介護に挟まれて ビジネスケアラー318万人時代の現実」

• 講演 住まい×介護×医療展2023・2024 「保険外サービスの現状と業界展望」

• 講演 マーケティングテクノロジーフェア2024 「超高齢社会におけるシニアビジネス戦略と市場展望」

• 講演 WELL AGING SOCIETY SUMMIT「高齢化がもたらす影響とビジネスオポチュニティ」

• 講演 京都府認知症にやさしい異業種連携協議会「企業との連携による認知症の人の社会参加」
「認知症検知に関するサービスの現状と課題」

• 講演 富山県 認知症研修会「認知症に関する官民連携」

• 講演 福岡市認知症フレンドリーシティNEXTミーティング「認知症官民連携」

• 講演 土浦市 認知症分野における官民連携セミナー「民間企業への期待や官民連携事例」

• 講演 CareTEX 「認知症施策における官民連携の現状と課題」
   「ポストコロナ時代の保険外サービス」

• 講演 全国老人福祉施設大会・研究会議 「介護ICT導入とガイドラインとメーカー最新情報」

• 講演 テクノエイド協会 介護ICTセミナー「テクノロジー活用による科学的介護の実践と経営効果」

• 講演 大阪市立大学ヘルスケアスタートアップス 2020年8月「ヘルスケアサービス動向」
ほか多数

委員等

• 内閣府 規制改革推進会議 健康・医療・介護ワーキンググループ専門委員

• 東京都 認知症の人の社会参加促進事業に係る検討会 委員

• 厚生労働省 介護テクノロジーの普及広報に係る映像制作事業 委員

• 神戸市介護テクノロジー導入促進プロジェクト アドバイザー

略歴
京都大学経済学部卒業。株式会社日本総合研究所入社。
在職中、神戸大学にてMBA取得。

専門分野
新商品開発、営業力強化、ブランディング、新規事業開発等マーケティング戦略全般

注力テーマ
近年、シニア・介護領域の調査・コンサルティングに注力。
有料老人ホーム・介護事業のコンサルティングや、シニア向けの商品・サービス開発に従事。
ホームヘルパー2級資格保有。

活動実績

プロジェクト実績

• 経済産業省（認知症、仕事と介護の両立支援、保険外サービス、介護に関する機運醸成）

• 経済産業省（福祉用具、介護テクノロジーに関する調査研究）

• 厚生労働省（認知症施策、保険外サービス、介護テクノロジー、高齢者向け住まいでの
サービス提供に関わる調査研究）

• 東京都（高齢者の社会参加促進、認知症施策推進計画）

• 介護業界団体（ICT実証モデル事業におけるコンサルティング業務委託）

• 有料老人ホーム・介護サービス事業者（事業戦略、出店戦略、顧客満足度・サービス品質向上）

• 医療・介護機器メーカー（在宅向け新規事業開発、R&D戦略策定、チャネル戦略策定）

• 電力会社（高齢者向け新規事業開発）

• 介護・医療ソフトウェア、ICTベンダー（営業戦略、M&A戦略、新規ビジネス開発）

• 生活サービス（シニアビジネス構想、保険外サービス事業強化、自治体との連携戦略）

• 福祉用具貸与（中期経営計画、新規事業開発）

• 介護・医療人材派遣・人材サービス（介護事業進出、新規事業開発） ほか多数
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高齢社会イノベーショングループ 重点分野

Well-Beingがあふれる超高齢社会の実現

国（厚労省・経産省・総務省）、自治体、民間（介護・一般）の「ハブ」となり、

ビジネス・マーケティングの力で社会課題を解決する

次世代の介護への
アップデート

生産性とケアの質の向上
⚫ 介護×テクノロジー活用
⚫ 障がい者福祉×
テクノロジー活用

⚫ 介護におけるエビデンス、
サイエンスの確立・普及

⚫ 介護・医療の連携促進
介護人材確保
⚫ 介護人材確保に向けた
自治体支援

経営の高度化
⚫ 法人・施設の経営・組織
強化

⚫ 法人間連携や統合支援

認知症の人を含む
共生社会づくり

共生に向けた社会のリ・デザイン
⚫ 認知症当事者参画型の
製品・サービス開発
・普及促進

⚫ 認知症の人も含めた
共生社会に向けた
自治体支援

「真の予防＝備え」の社会実装
⚫ 社会機能低下や生活上の
不便を解消する民間サービス、
公的支援の開発

⚫ 認知機能面でのバリアフリー、
金融ジェロントロジーの促進

介護予防の革新
介護関連サービスの産業化

仕事と介護の両立支援
（ビジネスケアラー支援）
⚫ 勤務先での支援の拡充
⚫ 受け皿となるサービス振興
認知症の家族介護者支援
⚫ 支援プログラム開発・
社会実装

ヤングケアラー支援
⚫ 地域での支援体制や
人材育成の支援

家族介護者支援の普及
（ケアする人をケアする仕組み）

「超高齢社会に最適化された社会システム作り」に向けて官民の調査研究・コンサルティングプログラムを提供します。

介護予防の民間サービス開発
⚫ 予防・重度化防止サービス
の開発・普及支援

介護保険外・介護関連サービス
の産業化
⚫ 介護保険外サービスの
普及促進

官民連携モデル開発・普及
⚫ 官民連携の効果的な
モデルづくり

⚫ PFSモデルの普及促進

人生100年時代の 地域共生コミュニティづくり ⚫ 自治体・民間事業者によるコミュニティづくり支援
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経済産業省、厚生労働省の重要な政策形成・推進に関与しつつ、民間事業者の調査研究やビジネス開発も支援。
当事者とともに、産官学のハブとして「認知症の人を含めた共生（協生）社会」の構築に取り組んでいます。

日本総合研究所における認知症領域の取り組み全体像

官公庁 民間

自治体 学・アカデミア

●日本認知症官民協議会・認知症バリアフリー
WG事務局、認知症施策のあり方に関する
調査研究（厚生労働省）
●認知症当事者参画による企業との「共創」、
認知症イノベーションアライアンスWG事務局
（経済産業省）

●認知症の診断・治療技術イノベーション創出を見
据えた環境整備に関する提言（イーライリリー）
●認知症者の日常生活支援技術開発（通信）
●在宅高齢者の見守り・支援サービス（電機）

など

●認知症に関する計画策定や認知症にやさしい
官民連携での街づくり
（東京都、神奈川県、京都府、富山県、福岡市、
四日市市、土浦市 など）

●認知機能低下×金融経済取引の支援技術
開発（慶應義塾大学、内閣府SIP予算）
●認知症予防に関する民間サービスの
開発・展開にあたっての提言
（認知症関連6学会、経産省委託）
●介護事業所での就労等社会参加の効果
（大阪大学、自主研究）

認知症になってからも、誰もが、自分らしく、暮らしやすい

「共生（協生）社会」

日本認知症本人WG、認知症の人と家族の会、客員コンサルタント前田隆行氏を通じた当事者ネットワーク
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経済産業省との取り組み オレンジイノベーション・プロジェクト

• 認知症の人と企業との共創「当事者参画型開発」を普及させるべく、経産省支援のもと、
厚労省、日本認知症本人ワーキンググループ、認知症の人と家族の会とともに取り組む

出所：経済産業省「オレンジイノベーション・プロジェクト 特設Webサイト」 https://www.dementia-pr.com/（参照年月日：2025年2月25日）

大醐
どんな人でも履きやすい

魔法の靴下
履き口がわかりやすく、かかと

をなくすことで左右・前後ろが

ない靴下

KAERU

みまもり機能付き

プリペイドカード

認知症になっても財布を家族から取り

上げられることなく、買い物ができるため

にのみまもり機能付きの決済サービス

https://www.dementia-pr.com/
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厚生労働省との取り組み 自治体向けの計画策定支援＆認知症バリアフリーの推進

• 国の認知症施策推進計画（2024年12月閣議決定）を踏まえた、自治体向けの計画策定を支援するととも
に、官民連携での認知症バリアフリーの推進に取り組む。

都道府県・市町村向けの計画策定の支援

●自治体向けの計画策定の相談窓口（厚労省から委託）
●自治体向けの計画策定の手引き（老健事業＝補助）

認知症バリアフリーの推進（委託）

●業種別の「手引き」策定＝R6年度は「宅配」と「メディア」
●認知症バリアフリー宣言の普及
●日本認知症官民協議会の運営

自治体向け計画策定の手引き
＝2025年4月発信予定

【共通してのポイント】
• 新しい認知症観
• 当事者参画の在り方
• 柔軟な計画策定
• 部署横断対応
【KPIの考え方】
【基本的施策ごとのポイント】

別冊
• 認知症地域支援推進の役割

認知症バリアフリー宣言の宣言基準

出所：一般財団法人日本規格協会「認知症バリアフリー宣言 企業・団体の皆様にご参加いただくためのガイドブック 」（厚生労働省 令和３年度
老人保健健康増進等事業 「認知症に関する企業等の『認知症バリアフリー宣言（仮称）及び認証制度の実施及び普及に向けたあり方に関する調査研究事業」）P7,P8

メディア向けセミナー
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自治体との取り組み 計画策定支援や官民連携の促進、自治体独自施策の支援

• 国の認知症施策推進計画（2024年12月閣議決定）を踏まえた、自治体向けの計画策定を支援するととも
に、官民連携での認知症バリアフリーの推進に取り組む。

東京都 推進計画策定支援 神奈川県 認知症未病改善 四日市市 官民連携

出所：東京都「認知症施策推進計画（令和7年度〜令和11年度）中間のまとめ」
https://www.fukushi1.metro.tokyo.lg.jp/zaishien/ninchishou_navi/torikumi/keikaku/public_comment/index.html
（参照年月日2025年2月20日）

東京都認知症施策推進計画の策定を支援
＝パブリックコメント受付中

神奈川県が進める「未病」の認知症分野
における取組を支援

認知症未病の改善により、認知症の“日常
生活・社会生活に支障をきたした状態”に
注目する新たなアプローチによる解決を提供
する

機能の改善 機能の補完

認知症未病改善による
生活機能・QOLの維持・改善

官民連携での認知症にやさしい街づくりを
推進

出所：四日市「STEP UP Meetingの開催について」
https://www.city.yokkaichi.lg.jp/www/contents/1707811994288/index.html
（参照年月日2025年2月20日）

https://www.fukushi1.metro.tokyo.lg.jp/zaishien/ninchishou_navi/torikumi/keikaku/public_comment/index.html
https://www.city.yokkaichi.lg.jp/www/contents/1707811994288/index.html
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民間企業との取り組み イーライリリーからの協賛による自主調査研究・発信

• 疾患修飾薬を含めた医療提供体制に関する提言を行うとともに、認知症、特に早期の気付きの重要性に関す
る啓発・機運醸成に向け「企業の認知症自分ごと化Project」に取り組み中。

認知症の診断・治療技術イノベーション
を見据えた環境整備に関する提言 レポート2024 

アンケート対象
者

• 家族の介護をしている会社員 1,000人
※被介護者の5割程度は介護を始めた当時は認知症の症状
があったと回答

アンケートの実
施背景・目的

• ダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）の重要性は社会の中で
高まっているものの、経営者・人事視点での
従業員の介護に対する優先度は必ずしも高くない。
なかでも認知症の介護に関しては、「自分ごと」になっていない
可能性が高い。

リサーチ内容
• 被介護者が認知症の症状がある場合とそうでない場合で、
ビジネスケアラーの介護にかける時間や、介護に対する
身体的・心理的負担にどのような違いがあるか。

企業の認知症自分ごと化Project
ビジネスケアラー、特に認知症家族介護者の実態・意識等を調査
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アカデミアとの取り組み 金融包摂や介護事業所における社会参加の効果検証

• 慶應義塾大学の「金融包摂」に関する内閣府SIPのプロジェクトをサポートするほか、大阪大学とは
認知症の人を含む「介護事業所での就労等社会参加」に関する効果について共同研究を実施中。

出所：慶應義塾大学 経済学部経済研究所ＦＧ研究センター 駒村康平
「第2回 SIP 包摂的コミュニティプラットフォームシンポジウム」『高齢者が生涯にわたって自立的に経済活動ができる包摂的な社会経済システム構築令和6年度の実績報告概要』P2

内閣府SIP「包摂的コミュニティプラットフォーム」における金融包摂PJ全体像
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本資料の著作権は株式会社日本総合研究所に帰属します。

〒141-0022
東京都品川区東五反田2丁目18番1号 大崎フォレストビルディング

〒550-0001
大阪市西区土佐堀2丁目2番4号 土佐堀ダイビル

株式会社

日本総合研究所

株式会社日本総合研究所
リサーチ・コンサルティング部門

高齢社会イノベーショングループ

部長・プリンシパル 紀伊 信之
E-mail: kii.nobuyuki@jri.co.jp
Tel: 080-1203-5178（直通）

ご清聴ありがとうございました
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